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大学等における履修証明制度の運用及びその履修者に対する単位授与等に関する留意事項について 

 

１ 履修証明制度の概要及び経緯 

① 大学等においては，科目等履修生制度や公開講座等を活用して，その教育研究の成果を社会へ提

供する取組が行われてきたところであるが，より積極的な社会貢献を促進するため，学生を対象と

する学位プログラムの他に，社会人等の学生以外の者を対象とした一定のまとまりのある学修プロ

グラム（以下「履修証明プログラム」という。）を開設し，その履修者に対して法令に基づく履修

証明書を交付できるよう，学校教育法等の一部を改正する法律（平成 19年法律第 96号）の施行に

より履修証明制度が創設され，大学（専門職大学，大学院（専門職大学院を含む。以下同じ。）及

び短期大学（専門職短期大学を含む。以下同じ。）を含む。以下「大学」という。），高等専門学校

及び専修学校（専門課程を置くものに限る。以下同じ。）（以下「大学等」という。）において同制

度が位置付けられているものであること。 

② 履修証明制度は，大学等における社会人等を対象とした様々な学習機会の提供を一層促進するた

めに制度上の位置付けをしたものであり，各大学等が実施する類似の取組を制約するものではない

こと。一方，学校教育法（昭和 22年法律第 26 号）第 105 条及び学校教育法施行規則（昭和 22 年

文部省令第 11号）第 164 条に基づき編成された履修証明プログラムについては，これを修了した

者に交付される履修証明書を学校教育法に基づくものとして位置付け，履修証明書にその旨を記載

することが可能であること。 

③ 大学等における履修証明は，各大学等の自主性・自律性に基づき，多様な分野において多様な取

組が行われることを期待しており，履修証明プログラムの目的，分野，内容，修了要件については

各大学等において適切に設定されるべきものであること。 

④ 履修証明制度については，各大学等における実施状況や「2040 年に向けた高等教育のグランドデ

ザイン（答申）」（平成 30年 11 月 26 日中央教育審議会）における提言等を踏まえ，社会的なニー

ズの高まりに応えてリカレント教育を推進するため，学校教育法施行規則の一部を改正する省令

（平成 31年文部科学省令第２号）の施行により，総時間数の下限について「120 時間以上」から

「60時間以上」に短縮されるとともに，学校教育法施行規則等の一部を改正する省令（令和元年文

部科学省令第 11 号）の施行により，大学設置基準（昭和 31年文部省令第 28 号）第 31 条第２項等

の規定により，大学（専門職大学及び短期大学を含む。以下「単位授与大学」という。）の定める

ところにより当該大学の学生以外の者で履修証明プログラムを履修する者に対して単位を与えるこ

とができることとすることに加え，履修証明プログラムの編成に当たってあらかじめ公表するべき

事項として単位の授与の有無（単位授与大学が編成する場合に限る。）及び実施体制を新たに加え

るなどの見直しがなされたこと。 

 

２ 履修証明プログラムの編成・実施 

① 大学が履修証明プログラムを開設し，その履修者に対して法令に基づく履修証明書の交付を行う

に当たって，文部科学大臣の認可や届出の手続は不要であること。なお，履修証明を行うことにつ

いて学則への記載は必須でないこと。 

令和元年８月 13 日 元文科高第 328 号「学

校教育法施行規則等の一部を改正する省令
等の施行等について（通知）」別添４ 
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一方，学校教育法施行規則第 164 条第５項の規定に基づき，履修証明プログラムの編成に当たっ

て，当該履修証明プログラムの名称，目的，総時間数，履修資格，定員，内容，講習又は授業の方

法，修了要件，単位の授与の有無（単位授与大学が編成する場合に限る。），実施体制その他当該大

学が必要と認める事項をあらかじめ公表する必要があること。なお，公表の方法としては，大学が

作成するホームページや募集要項等への掲載が想定されること。 

② 学校教育法施行規則第 164 条第１項においては，履修証明プログラムは体系的に編成することと

されており，単に総時間数が 60 時間以上に達しているだけではなく，一つの課程としてまとまり

のある内容とすることが必要であること。 

③ 履修証明プログラムの総時間数については，当該課程を構成する講習若しくは授業科目又はこれ

らの一部の実時間数を合計したものであること。このため，履修証明プログラムの講習又は授業の

方法としては，大学設置基準に規定する講義，演習，実験，実習，実技等の面接授業，多様なメデ

ィアを高度に利用して行う授業の他，大学通信教育設置基準（昭和 56 年文部省令第 33 号）に規定

する放送授業によることを想定しており，通信教育における印刷教材等による授業は想定していな

いこと。 

④ 履修証明プログラムの履修資格は，高等学校卒業者や高等学校卒業程度認定試験の合格者，各大

学による個別の入学資格審査の合格者等の大学入学資格を有する者のうちから各大学等が定める者

に認められること。また，大学院が開設する履修証明プログラムの履修資格にあっては，大学院入

学資格を有する者のうちから各大学院が定めることを想定していること。なお，履修証明プログラ

ムは，社会人等の学生以外の者を対象として編成されるものであるが，当該大学等の学生が履修証

明プログラムを履修し，履修証明書の交付を受けることを妨げるものはないこと。 

⑤ 履修証明書の記載内容については，学校教育法施行規則第 164 条第６項の他，別添５の様式例を

参照されたいこと。また，履修証明書の署名は，学長名の他，履修証明を実施する体制等に応じ，

例えば学部長名や研究科長名等とすることも想定されること。 

⑥ 履修証明プログラムを編成・実施するために整備すべき必要な体制としては，履修証明に関する

学内委員会等を設けることが想定されるが，必ずしも専門の組織を新たに設けることを求めるもの

ではなく，例えば，大学の生涯学習センター等の既存の組織においてその役割を担うことも想定さ

れるものであり，履修証明プログラムの内容等に応じて各大学の判断により適切な体制を整備され

たいこと。 

また，必要な体制の整備に当たっては，履修証明プログラムが各大学の教育活動の一環であるこ

とに鑑み，大学設置基準第 7条第 2項等の規定に準じて行うことが求められること。 

⑦ 履修証明プログラムにおける講習又は授業科目等の担当は，実施主体である大学の教員として位

置付けられた者が，当該講習又は授業科目の実施計画を作成し，自ら講義等を実施し，履修者の成

績評価を行うことが想定されているが，これらを補助する者として，例えば学外から講師を招聘す

ることは可能であること。 

⑧ 履修証明プログラムを実施するために固有に必要となる教員数や校地・校舎面積の基準は定めて

いないが，履修証明プログラムを開設することにより学位を与える課程の教育に支障があってはな

らず，大学設置基準第 31条第４項及び第５項等の規定により，学生以外の者を相当数受け入れる

場合には，相当の専任教員や校地・校舎面積を増加するとともに，1クラス当たりの人数は教育効

果を十分にあげられるような適当な人数とする必要があることに留意すること。 
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⑨ その際，「大学設置基準等の一部を改正する省令等の施行について（通知）」（平成 19年 7月 31

日付け号文部科学省高等教育局長通知（19文科高第 281 号））の第１(2)五を踏まえ，大学設置基準

第 31条第４項の「相当数」については，個別具体の事例に即して判断されることになるが，例え

ば，科目等履修生等の数を履修科目の単位数を勘案して学生数に換算した上で，本来の学生数と合

わせて収容定員を大幅に超える場合などが想定されること。また，同条第５項の「第 24条の規定

を踏まえ」については，一の授業科目について同時に授業を行う学生数並びに授業の方法及び施

設，設備その他の教育上の諸条件を踏まえるという趣旨であること。 

⑩ 履修証明プログラムの修了者から履修証明書の再交付を求められた場合などに対応できるよう，

学位を与える課程の学籍に関する記録に相当するものを作成しておくことが求められること。その

保存期間については，学校教育法施行規則第 28条第２項の規定に準じて取り扱うことが期待され

ること。 

⑪ 履修証明制度の社会的認知及び評価を高めるため，各大学においては，社会や産業界の教育ニー

ズも踏まえながら，履修証明プログラムの内容及び方法等の不断の改善に努めるとともに，当該プ

ログラムの学修成果や各種検定・資格等との連携，修了者の活躍状況等について，公表内容の充実

に努めること。 

⑫ 高等専門学校及び専修学校における履修証明については，上記①～⑪に準じて取り扱うものとす

ること。 

 

３ 大学における履修証明プログラムの履修者に対する単位授与等 

① 履修証明プログラムは，社会人等の学生以外の者を対象として開設されるものであり，大学に学

生として在籍し，所要の単位を修得して学位を取得するための学位を与える課程とは異なるもので

あることから，履修証明プログラムの修了そのものに対して直ちに単位を授与できるものではない

こと。 

ただし，大学設置基準第 31 条第２項等の規定により，単位授与大学は，当該大学の定めるとこ

ろにより，当該大学の学生以外の者で履修証明プログラムを履修する者に対し，単位を与えること

が可能であること。 

また，同基準第 29条第１項等の規定により，単位授与大学は，当該大学の定めるところによ

り，学生が行う，大学が編成する履修証明プログラムにおける学修，高等専門学校の履修証明プロ

グラムにおける学修で単位授与大学において大学教育に相当する水準を有すると認めたもの及び専

修学校が編成する履修証明プログラムにおける学修で単位授与大学において大学教育に相当する水

準を有すると認めたものについて，単位を与えることが可能であること。 

なお，履修証明プログラムを構成するものの中に授業科目が含まれており，学生以外の者が履修

する場合には，単位授与大学は，大学設置基準第 31 条第１項等の規定により，当該授業科目につ

いて科目等履修生として位置付けることにより，単位を与えることが可能であること。ただし，こ

の場合，履修証明プログラム全体に対する単位授与と重複して二重に単位を授与することは適切で

はないこと。 

② 大学設置基準第 31条第２項等の規定により，単位授与大学が履修証明プログラムを履修する者に

対し，単位を与えるに当たっては，当該プログラムの内容・水準，学修成果の評価方法，履修時間等

を勘案し，単位授与の際の単位数の目安をあらかじめ設定した上で適切に単位を授与すること。 
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単位授与の際の単位数の目安は，１単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容をもって構

成することを標準とすることなど，学位を与える課程における授業科目への単位授与に係る大学設

置基準等の諸規定を踏まえ，各単位授与大学において適切に設定されるべきものであること。 

③ 履修証明プログラムへの単位授与の有無については，１④及び２①にあるとおり，あらかじめ公表

することが求められるが，その際に，３②にある単位授与の際の単位数の目安についても併せて明ら

かにすることが望ましいこと。また，単位授与の際の単位数の目安の根拠として，大学設置基準第 25

条の２を踏まえ，シラバス又はそれに準ずるものを作成し，授業の方法及び内容，授業の計画並びに

学修の成果に係る評価の基準をあらかじめ明示することが望ましいこと。 
④ 履修証明プログラムの社会的認知及び評価を高めるため，当該プログラムが単位授与の対象とな

る場合には，履修証明プログラムを履修する者や履修を希望する者等に対して，当該授与された単位

が大学入学前の既修得単位の認定や，独立行政法人大学改革支援・学位授与機構における単位累積加

算制度に活用できることを示すことが期待されること。 
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履修証明プログラム（「特別の課程」） 関係法令 抜粋 

 

■学校教育法（昭和 22年法律第 26 号） 

第百五条 大学は、文部科学大臣の定めるところにより、当該大学の学生以外の者を対象とした

特別の課程を編成し、これを修了した者に対し、修了の事実を証する証明書を交付することが

できる。 

 

 

■学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11号） 

第百六十四条 大学（大学院及び短期大学を含む。以下この条において同じ。）は、学校教育法

第百五条に規定する特別の課程（以下この条において「特別の課程」という。）の編成に当た

つては、当該大学の開設する講習若しくは授業科目又はこれらの一部により体系的に編成する

ものとする。 

2 特別の課程の総時間数は、六十時間以上とする。 

3 特別の課程の履修資格は、大学において定めるものとする。ただし、当該資格を有する者

は、学校教育法第九十条第一項の規定により大学に入学することができる者でなければならな

い。 

4 特別の課程における講習又は授業の方法は、大学設置基準、大学通信教育設置基準、専門職

大学設置基準、大学院設置基準、専門職大学院設置基準、短期大学設置基準、短期大学通信教

育設置基準及び専門職短期大学設置基準の定めるところによる。 

5 大学は、特別の課程の編成に当たつては、当該特別の課程の名称、目的、総時間数、履修資

格、定員、内容、講習又は授業の方法、修了要件、大学設置基準第三十一条第二項、専門職大

学設置基準第二十八条第二項、短期大学設置基準第十七条第二項及び専門職短期大学設置基準

第二十五条第二項の規定による単位の授与の有無、実施体制その他当該大学が必要と認める事

項をあらかじめ公表するものとする。 

6 大学は、学校教育法第百五条に規定する証明書（次項において「履修証明書」という。）に、

特別の課程の名称、内容の概要、総時間数その他当該大学が必要と認める事項を記載するもの

とする。 

7 大学は、特別の課程の編成及び当該特別の課程の実施状況の評価並びに履修証明書の交付を

行うために必要な体制を整備しなければならない。 
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■大学設置基準 

第二十九条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻

科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修※を、当該大学における授業科目の履修

とみなし、大学の定めるところにより単位を与えることができる。 

2 （略） 

 

第三十条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大学に入学する前に大学、専門職大

学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位(第三十一条第一項及び第二

項の規定により修得した単位を含む。)を、当該大学に入学した後の当該大学における授業科

目の履修により修得したものとみなすことができる。 

2 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大学に入学する前に行つた前条第一項に規

定する学修を、当該大学における授業科目の履修とみなし、大学の定めるところにより単位を

与えることができる。 

3 （略） 

 

第三十一条 大学は、大学の定めるところにより、当該大学の学生以外の者で一又は複数の授業

科目を履修する者(以下この条において「科目等履修生」という。)に対し、単位を与えること

ができる。 

2 大学は、大学の定めるところにより、当該大学の学生以外の者で学校教育法第百五条に規定

する特別の課程を履修する者(以下この条において「特別の課程履修生」という。)に対し、単

位を与えることができる。 

3～5（略） 

 

 

※大学設置基準第二十九条第一項の規定による大学が単位を与えることのできる学修を定める件

（平成３年文部省告示第 68 号） 

大学設置基準（昭和三十一年文部省令第二十八号）第二十九条第一項の規定により、大学が単

位を与えることのできる学修を次のように定め、平成三年七月一日から施行する。 

一 大学の専攻科又は学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第百五条の規定により大学が

編成する特別の課程における学修 

二 （略） 

三 高等専門学校の課程（学校教育法第百二十三条において準用する同法第百五条に規定する特

別の課程を含む。）における学修で、大学において大学教育に相当する水準を有すると認めた

もの 

四 専修学校の専門課程のうち修業年限が二年以上のもの又は学校教育法第百三十三条において

準用する同法第百五条に規定する専門課程を置く専修学校が編成する特別の課程における学修

で、大学において大学教育に相当する水準を有すると認めたもの 

五～十一 （略） 
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■大学院設置基準 

第十五条 大学院の各授業科目の単位、授業日数、授業期間、授業を行う学生数、授業の方法及

び単位の授与、他の大学院における授業科目の履修等、入学前の既修得単位等の認定、長期に

わたる教育課程の履修並びに科目等履修生等については、大学設置基準第二十一条から第二十

五条まで、第二十七条、第二十八条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）、第三

十条第一項及び第三項、第三十条の二並びに第三十一条（第二項及び第四項を除く。）の規定

を準用する。この場合において、同令第二十八条第一項中「六十単位」とあるのは「十五単

位」と、同条第二項中「及び外国の」とあるのは「、外国の」と、「当該教育課程における授

業科目を我が国において」とあるのは「当該教育課程における授業科目を我が国において履修

する場合及び国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置

法（昭和五十一年法律第七十二号）第一条第二項に規定する千九百七十二年十二月十一日の国

際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学（第三十五条第一項において「国際連合大

学」という。）の教育課程における授業科目を」と、同令第三十条第一項中「第三十一条第一

項及び第二項」とあるのは「大学院設置基準第十五条において準用する第三十一条第一項」

と、同条第三項中「前二項」とあるのは「大学院設置基準第十五条において読み替えて準用す

る第三十条第一項」と、「第二十八条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）及び

前条第一項により当該大学において修得したものとみなす単位数と合わせて六十単位」とある

のは「十五単位を超えないものとし、また、同令第十五条において読み替えて準用する第二十

八条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）により当該大学院において修得した

ものとみなす単位数と合わせて二十単位」と、同令第三十条の二中「修業年限」とあるのは

「標準修業年限」と、「卒業」とあるのは「課程を修了」と、同令第三十一条第三項中「科目

等履修生及び特別の課程履修生」とあるのは「科目等履修生」と読み替えるものとする。 

 

※大学設置基準第 29 条は準用していない。 

 

 

 

 

 

 


